
 

 

 

2025年 9月 30日 

各位 

株式会社富山第一銀行 
 

いなほ化工株式会社との 
「ファースト・ポジティブ・インパクト・ファイナンス」の契約を締結 

 

株式会社富山第一銀行（頭取 野村 充）は、いなほ化工株式会社（代表取締役 花田 将司）を評価対
象とした「ファースト・ポジティブ・インパクト・ファイナンス」の契約を締結いたしましたのでお知ら
せします。 
本サービスを通じて、取引先の企業活動における環境・社会・経済の 3つの側面に対して、インパクト

を包括的に特定・分析し、ポジティブインパクトが期待できる活動と、ネガティブインパクトを緩和する
活動を支援いたします。 
今後も、お客さまに「寄り添う」銀行として、持続可能な社会の実現に向けた企業活動を通じた SDGsの

達成に寄与することで、さらなる信認につなげます。 
 

記 

1. 商品概要 

本商品は、企業活動が経済・環境・社会に与えるポジティブ並びにネガティブな影響をポジテ

ィブインパクト金融原則に基づき特定し、ポジティブインパクト（プラスの影響）を拡大、ネガ

ティブインパクト（マイナスの影響）を緩和することで SDGs達成を目指すファイナンスの取組

です。当行は、インパクトに対する企業活動の影響・取組を包括的に分析・評価を行います。こ

れらのインパクトに対する KPI（重要業績評価指標）についてお客さまとともに設定し、達成状

況や取組状況について、定期的にモニタリングし、達成に向けて支援を行ってまいります。客観

性を保つため当行が実施した評価について株式会社格付投資情報センターより第三者意見を取

得しています。 

 

2. 融資概要 

契 約 締 結 日 2025年 9月 30日 

借 入 人 いなほ化工株式会社 

融 資 金 額 150百万円 

資 金 使 途 運転資金 

モニタリング期間 7年 

※株式会社格付投資情報センター（R＆I）のセカンドオピニオンは、下記 URL をご参照ください。 
https://www.r-i.co.jp/rating/esg/index.html 
 

3. 評価企業概要 いなほ化工株式会社 

代 表 者 代表取締役 花田 将司 

本 社 所 在 地 富山県高岡市駅南 4丁目 8番 6号 

事 業 内 容 水稲・園芸用育苗培土製造販売、土壌改良資材製造販売、飲食業の営業 

設 立 年 月 1974年 2月 

 



 

 

 

4. SDGs達成に向けた取組事例（詳細は評価書をご参照ください） 

 

取 組 内 容 バイオ炭利用製品の取扱拡大によるカーボンニュートラルへの貢献 

インパクトの種類 
経済面におけるポジティブインパクトの拡大 

環境面におけるポジティブインパクトの拡大 

インパクト・カテゴリ 「気候」「包括的で健全な経済」 

関 連 S D G s 

 

 

 

対 応 方 針 

 土壌内で炭素貯留を増加させることで大気中への温室効果ガス排

出量を削減させるバイオ炭製品群の商品ラインナップ拡大 

 農業従事者の負担軽減、生産性向上に寄与するバイオ炭を活用した

軽量培土「ニューすみかる培土」の販売拡大 

 自社バイオ炭製品の Jクレジット認証取得 

 

毎年モニタリング

する目標と K P I 

➢ バイオ炭取扱量を 2023 年～2025 年度実績平均より毎年１％増加さ

せ、2030年 6月期における取扱量を 772㎥とする 

（2023年 6月期～2025年 6月期 3期平均：735㎥） 

➢ 2031年 6月期以降の目標は改めて設定する 

 

             

 

 

 

 

 【本件に関する問い合わせ先】 

法人事業部：柴田 

TEL 076-461-3871 

株式会社富山第一銀行 

高岡支店副支店長 本田 豊蔵 
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富山第一銀行は、いなほ化工株式会社に対してポジティブ・インパクト・ファイナンスを実施す

るにあたって、当社の企業活動が、環境・社会・経済に及ぼすインパクト（ポジティブな影響及び

ネガティブな影響）を分析・評価した。 

  

 分析・評価にあたっては、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）が提唱した「ポジティ

ブ・インパクト金融原則」及び ESG 金融ハイレベル・パネル設置要領第 2 項（4）に基づき設置さ

れたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基

本的な考え方」に則った上で、いなほ化工株式会社の企業活動における包括的なインパクトを分析

した。 

 

 富山第一銀行は、本評価書で特定されたポジティブインパクトの拡大とネガティブインパクトの

緩和に向けた取組を支援するため、いなほ化工株式会社に対し、ポジティブ・インパクト・ファイ

ナンスを実行する。 

 

資金調達者の名称 いなほ化工株式会社 

調達形態 証書貸付 

契約期間（モニタリング期間） 2025 年 9 月 30 日から 7 年間 

金額 150 百万円 

資金使途 経常運転資金 

 

  

１．はじめに 
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（１） 会社概要 

 

当社は主に水稲用培土、土壌改良資材等の製造、販売を手掛ける農業資材メーカーとして事業活

動を展開しており、良質な土づくりを通じて作物の品質と収量の安定に貢献している。富山県、秋

田県、岩手県に製造拠点を有しており、製品は主に全農や商社を経由して全国の農家等で使用され

ている。 

また、飲食店の経営も行っており、富山県に「タリーズコーヒー」を 2 店舗、岩手県に「とりで

ん」1 店舗を運営する。 

 

社名 いなほ化工株式会社 

代表者 代表取締役 花田 将司 

本社 富山県高岡市駅南４丁目８番６号 

設立年月 1974 年 2 月 

事業内容 水稲・園芸用育苗培土製造販売、土壌改良資材製造販売、飲食業の営業 

資本金 55 百万円 

売上高 3,081 百万円（2025 年 6 月期） 

従業員 104 名（2025 年 6 月 30 日時点） 

事業所一覧 

【富山工場】 

富山県高岡市福岡町下蓑 248 

【秋田工場】 

秋田県山本郡三種町外岡字渡道 161-3 

【岩手工場】 

岩手県胆沢郡金ケ崎町西根高谷野原 79-911 

【横手流通センター】 

秋田県横手市八幡字十二柳 239-1 

 

（２） 経営理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．会社概要 

我が社はお客様に喜ばれる仕事を通じて、 

社員の幸福を増進し、 

会社の発展と繁栄を期する 
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（３） ビジョン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2022 年にホールディングス化し、頂点企業として vision ドリブンホールディングス株式会社を

設立。vision ドリブンホールディングスの掲げる上記ビジョンは各グループ会社に共有されてい

る。当社は農業資材メーカーとして主に農業分野を支えてきたが、当社を中核企業としたグループ

企業体を形成し、「モノ」づくりから「まち」づくりへシフトし、社会課題解決企業への転換を目

指している。 

 vision ドリブンホールディングスはサーキュラーエコノミーやカーボンニュートラルを見据えた

様々なプロジェクトへの取組を行っており、農業分野の枠を超えた価値提供を行う企業である。 
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（４） グループ会社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 日本各地はもとより、アジアにも拠点を設け、グローバルなネットワークの強化を図っている。 

 

（５） 社訓 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 社章 

 

 

社章は「いなほ化工株式会社」をシンボライ

ズ。会社の多角化と、さまざまな変化に柔軟に

対応できる順応能力を楕円形で表現。紺色は、

若々しさとたくましさを。赤色は、熱意と活力

を。銀色は、尊厳な人の集まりとしての社員

と、強い絆で結び合った関連会社を表す。楕円

内のＩＫは、いなほ化工の頭文字である。化学

工業としてのハイクオリティーを表現するため

化学構造式をイメージし、手を取り合い一致団

結している様子も表している。 

 

 

 

 

１． 絶えざる安全無災への挑戦 

２． 絶えざる損益分岐点への挑戦 

３． 絶えざる豊かさへの挑戦 

４． 絶えざる気配りへの挑戦 

５． 絶えざる健康、長寿への挑戦 

２．会社概要 

フィリピン現地法人 
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（７） 沿革 

1973 年 富山県にて育苗培土・肥料の販売を開始 

1974 年 
資本金 5,000 千円にて法人設立 

資本金 10,000 千円に増資 

1976 年 資本金 20,000 千円に増資 

1978 年 
富山県高岡市駅南に本社ビル建設 

資本金 30,000 千円に増資 

1983 年 秋田工場開設 

1985 年 資本金 45,000 千円に増資 

1987 年 資本金 55,000 千円に増資 

1989 年 サウナ浴場「健康ランド遊湯」（富山県射水市）営業開始 

1991 年 横手流通センター開設 

1995 年 ビジネスホテル「ホテルイナホ」営業開始 

1997 年 岩手工場開設 

1999 年 いずみ化成から事業譲渡により富山工場が製販一本化 

2003 年 
飲食部門となるサプリ事業部を設置し、 

とりでん 高岡駅南店（富山県高岡市）営業開始 

2004 年 
タリーズコーヒー 富山二口店（富山県富山市） 

とりでん 水沢店（岩手県）営業開始 

2006 年 富山工場・事務所新築移転 

2010 年 タリーズコーヒー 富山県立中央病院店（富山県富山市）営業開始 

2014 年 複合肥料製造販売会社の関東電工株式会社（群馬県）の全株式を取得 

2020 年 ホテルイナホ、健康ランド遊湯営業終了 

2023 年 バイオマスレジンホールディングスと業務提携 

2025 年 タリーズコーヒー高岡おとぎの森公園店（富山県高岡市）営業開始 
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（８） 組織図 

 
 

（９） セグメント構成 

 当社の売上構成はアグリ部門、サプリ部門に分かれている。アグリ部門では農業資材の製造、販

売を行う。サプリ部門ではタリーズコーヒー、とりでんといった飲食店を経営している。アグリ部

門においてはさらに水稲用培土、土壌改良資材、その他に分けられる。セグメント構成は以下の通

り。 
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 当社事業部門は農業資材の製造・販売を行うアグリ部門、飲食事業を行うサプリ部門に分かれて

いる。売上の 9 割以上がアグリ部門であることから、インパクトの大きさを勘案してアグリ部門を

中心に事業内容の検討を行った。 

 

（１） バリューチェーン  

 

主に各商社から原料となる山土、バイオ炭、貝化石原土等を仕入れ、自社工場で製造を行う。販

売は主に全農を通じて全国の農業現場へ流通している。 

（２） 主要製品 

 

➢ 水稲用培土 

水稲（イネ）の苗を育てるために使用する

培養土の事。主に育苗箱に用いられ、苗の生

育に必要な栄養素や水分を供給し、根の発育

を促進する役割を担う。 

主な原料は山土であり、これに副原料、肥

料成分量が添加される。 

 

 

 

 

 

➢ 土壌改良資材 

土壌の肥沃度や排水性、保水性を改善する

ために使用する資材の事。主に基肥（田植え

や植え付けの前に耕地に施す肥料）として用

いられ、稲作や野菜、果樹など幅広い作物で

使用されている。 

 

 

 

３．事業概要 
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（３） 稲作の主なプロセス 

 

① 土づくり  田んぼを起こし（田起こし）、肥料をまい

て土を肥沃にする。 

 基肥を施し、田んぼに水を入れ、土を均一

にならす。 

② 育苗  育苗箱に種をまき、苗を育てる 

③ 田植え  田んぼに水を張り、田植えを行う 

④ 管理  稲の生育状況に応じて、水管理（深水、浅

水、中干、間断かんがい）を行う。 

⑤ 追肥と水抜き  稲の生育状況に合わせて追肥を行う。 

 中干で田んぼの水を抜き、稲を丈夫にす

る。 

⑥ 収穫  収穫を行う 

 

 稲作における各プロセスで当社商品が使用されており、特に①土づくり（土壌改良資材）、②育

苗（水稲用培土）時には不可欠である。 

 

 土づくり（土壌改良）は土壌の肥沃度を向上させるための取組であり、稲が育ちやすい環境を作

ることで将来的な収量の安定と向上を見込む。土壌改良におけるポイントは土壌が適度な水分を保

持する保水性と排水性を有すること、有益な微生物が活発に活動すること、土壌中の栄養分をバラ

ンスよく調整することである。当社製品はこうした土づくりにおいて重要な役割を持ち、アルカリ

分やけい酸といった保証成分が正確に配合されている品質が求められる。 

 

 育苗は苗の発芽と初期成育の安定のため行われ、作業効率向上や収量安定のために一般的な稲作

で用いられる方法である。水稲用培土には水稲育苗に適した透水性や保水性、肥料配合・pH が求

められるほか、病原菌リスクの排除や田植え機への移動のしやすさが求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

育苗のイメージ 

【培土】 
形状は粒状、半粒状、粉・粒混合があり、用途
に応じて使い分ける 

３．事業概要 
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（４） 製造プロセス 

 

➢ 水稲用培土 

原料：山土、木炭、ココピート（ヤシの実の殻を粉砕したもの）等 

 乾燥・殺菌のため原料となる山土を 500℃以上での高温焼成により乾燥・殺菌を行い、カビなど

の菌や雑草種子による悪影響を排除している。粒の大きさや、「窒素」「リン酸」「カリ」の３要

素の配合を変えることで、圃場の土質や地域特性及び育苗方法に合わせた多様な製品を生産するノ

ウハウを保有している。 

 

➢ 土壌改良資材 

原料：鉄鋼スラグ、熔燐、貝化石原土等 

 土づくりのために必要な成分を製品に応じて正確に配合する。散布しやすく、土壌水に触れるこ

とでスムーズに崩壊するようにパン型造粒機で製品に応じた大きさに造粒している。 

 

➢ 当社のモノづくりについて 

 工程の多くは機械化されており、高品質な製品づくりが行われている。生産者に安心・安全な製

品を届けるため当社独自の厳格な管理基準を設け、リアルタイムで確認作業を行っている。また、

営業担当者が直接生産者のニーズを聞き取り、専門の開発スタッフを集めた製品開発を常に行って

いる。安心・安全をベースに、生産者の声を製品に反映させることで、日本の農業に貢献してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

原料投入 解砕 一次混合 乾燥 篩分け 肥料添付 二次混合 袋詰め

原料投入 一次乾燥 一次冷却 粉砕 造粒 二次乾燥 二次冷却 篩分け 袋詰め
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（１） サーキュラーエコノミーに向けた取組 

 

➢ 輸入に依存する農業資材 

 日本の農業において、収量の維持に不可欠な肥料の要素として「窒素」「リン酸」「カリ」があ

げられる。中でもリン酸原料とカリ原料はほぼ全量を海外からの輸入に依存しており、原料供給や

価格に関し国際情勢の影響を受けやすくなっている。また、リン酸においては工業用途での需要が

拡大しており、農業資材としてのリン酸供給は圧迫される恐れがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした背景の中、令和５年 12 月に改訂された「食料安全保障強化政策大綱（食料安定供給・

農林水産業基盤強化本部）」では、2030 年まで に家畜排せつ物由来堆肥・下水汚泥資源の肥料と

しての使用量を倍増し、肥料の使用量（リンベース）に占める国内資源の利用割合を 40％まで拡

大することを目標に掲げている。国内での資源循環を図る取組は、農業の持続可能性を高める上で

戦略的に重要な取組と言える。 

 

➢ 下水汚泥の有効活用 

 富山県下水道公社が運営する浄化センターは県内に２か所あり、生活排水や工場排水等の下水を

処理している。処理の過程で発生する下水汚泥は基本的にこれまで埋め立て処分されてきた。現在

では減量化と有効利用を目的とした溶融処理（約 1,350℃による高温熱処理）が行われている。処

理によって生じた「下水汚泥溶融スラグ」は建設資材やコンクリート骨材などの原材料として一部

利活用されているものの、利活用方法は限定的なものであり、更なる利活用及び有効利用方法が模

索されている。 

４．独自の取組 

出典：農林水産省「肥料をめぐる情勢」 

出典：農林水産省「食料生産を支える肥料原料の現状」 



 

１２ 

➢ 下水汚泥溶融スラグの肥料化 

 こうした背景の中、当社では下水汚泥溶融スラグを原料とした肥料化に取り組んでいる。下水汚

泥溶融スラグには肥料成分である「リン」が豊富に含まれていることに注目し、当社で製造する土

壌改良資材の原料として有効利用することにより国内でのリン資源の循環が図られることを目的と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢ 商品化に向けた挑戦 

 土壌改良資材として商品化の際には主成分である「リン」以外にもケイ酸、鉄等必要な保証成分

が正確に配合され、肥料効果を担保していく必要がある。そのため下水汚泥溶融スラグを使用する

ことによる他の肥料成分への影響がないか、また必要な保証成分を満たすための研究開発を行って

きた。現在、下水汚泥溶融スラグの配合技術はほぼ完成しており、現在は商品化に向けた造粒試験

を行っている。 

 

  

４．独自の取組 

リン資源の国内循環イメージ（当社資料より作成） 
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（２） カーボンニュートラルに向けた取組 

 

➢ 世界全体と日本の農業由来の温室効果ガス（GHG）排出量 

 世界の GHG 排出量は、490 億トン。このうち、2010 年度の農業・林業・その他土地利用での排

出量は全体の 1/4 を占めている。 

日本の排出量は 12.12 億トン。2019 年度の農林水産分野での排出量は約 4,747 万トンであり、

日本全体排出量の 3.9%である。 

 

 

 

➢ バイオ炭を活用した炭素貯蓄 

 バイオ炭とは、「燃焼が起こらないよう制御された酸素濃度の環境下において、350℃を超える

温度でバイオマスを加熱することにより生成される固形炭素物質」と定義される。このバイオ炭

は、土壌に炭素を長期間安定的に貯留する効果がある。加えて、バイオ炭は土壌改良資材でもあ

り、土壌の透水性、保水性、通気性の改善や酸性土壌のアルカリ性への矯正、リンなどの栄養素を

供給する効果を持っている。 

 

➢ 自社商品「ニューすみかる培土」 

バイオ炭の原料となるバイオマスには、木材、家畜ふん尿、草本、もみ殻、木の実、下水汚泥な

どが挙げられる。当社では、木材やココピート（ヤシ殻）をバイオ炭化したものを使用した「ニュ

ーすみかる培土」として商品化している。 

厳選された砂質土・粘土を使用し、バイオ炭を使用しているため軽量化が図られていることが特

徴である。従来商品よりも約 10％の軽量化に成功しており、高齢化が進む生産者の運搬負担軽減

にも資する商品として年間の生産量は約 200 トンを誇る。 

出典：農林水産省「みどりの食料システム戦略」 

出典：農林水産省「バイオ炭の農地施用をめぐる事情」 

４．独自の取組 
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➢ バイオ炭製品群の充実 

 バイオ炭を活用することで土壌への炭素貯留が拡大するだけでなく、軽量化が図られるため、生

産者のニーズに合う製品となる。当社は既存原料のバイオ炭への変更や、新商品の開発によって今

後もバイオ炭製品群を拡大していく方針である。 

 

➢ J クレジット制度への挑戦 

 当社におけるバイオ炭製品群は J クレジット制度認証に向けた挑戦を続けている。当社製品（ニ

ューすみかる培土）は施用することでクレジットの創出がされると期待されており、現在はプロジ

ェクト実施による CO2 排出量の算定を進めている。原料であるバイオ炭の製造・運搬に関するト

レーサビリティを明確にすることでクレジットの創出が期待され、製品への付加価値となる。 

 

➢ J クレジット制度 

 J クレジット制度とは、温室効果ガスの排出削減・吸収量をクレジットとして認証して取引を行

える制度であり、農林水産省・経済産業省・環境省が運営している。バイオ炭を農地に施用するこ

とで、土壌に固定された炭素量を計測し、クレジットとして登録できる。このクレジットを企業な

どがカーボンオフセットや温室効果ガス削減目標の達成に活用するために購入することができる。  

本制度では、民間企業・自治体等の省エネ・低炭素投資等を促進し、クレジットの活用で国内の

資金循環を促すことで環境と経済の両立を目指す。バイオ炭による炭素貯留量の算定式は以下のよ

うに表される。 

 

 

 

 

 

【バイオ炭の種類毎に参照する「炭素含有率」と「100 年後の炭素残存率】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：複数の種類のバイオ炭が混在している場合には、最も小さい値を使用する 

 

 

 

  

出典：農林水産省「バイオ炭の農地施用をめぐる事情」 

４．独自の取組 
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（３） ベビーファースト運動 

 

➢ ベビーファースト運動への参画 

「ベビーファースト運動」とは、子育て世代が子供を産み育てやすい社会を実現するために、日

本青年会議所が推進している運動である。当社が所在する高岡市においても当運動に参画してお

り、子供をまちの真ん中に据える「ベビーファースト」運動を推進し、地域ぐるみの子育て支援充

実に取り組んでいる。 

当社では、この理念に共感し、妊産婦や育児に奮闘する

保護者に寄り添い、「子育ては大変」という風潮を払拭

し、出産・育児に前向きな世の中を作っていくことを考

え、事業として展開している。 

 

 

 

 

 

 

➢ タリーズコーヒー高岡おとぎの森公園店の開店 

こうしたベビーファースト運動を推進する中で、当社サプリ部門では 2025 年 4 月 12 日に「タ

リーズコーヒー高岡おとぎの森公園店」をオープンした。同店は、ベビーファースト運動に取り組

む店舗として、ベビーカーでも通りやすいバリアフリー設計、子供が楽しめる絵本コーナーの設

置、ミルク用のお湯提供等親子で安心して過ごせる店舗となっている。 

当社は飲食業を通じて、富山県における子育て環境の充実に寄与しており、社会との接着を通じ

て地域における新しい価値提供を果たしている。 

 

 

 

  

４．独自の取組 
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（１） 人材への取組 

 

 2020 年 6 月期から 2024 年 6 月期までの平均人員は 111 名程度である。全体の約 4 割を 50 代以

上の人員が占めており、事業継続のためには積極的な採用と既存社員を含めた定着への取組が必要

である。 

また、組織の成長のためには人材育成が重要であると経営陣は認識しており、毎日のミーティン

グ内での勉強会を始めとした取組を継続して行っている。業務だけでは身に付けることが難しい教

養や、価値観の磨き上げを通じて当社にふさわしい人材の育成を図っている。 

 

➢ 積極的な採用 

 採用計画に基づいた積極的な新規採用に向けた取組を今後強化していく。これにより社内の活性

化が図られ、組織内での業務・ノウハウの承継が図られる。 

若手人材の確保に向けて企業の訴求力を高めており、ホームページでの情報発信を行っている。

農業資材メーカーの枠にとらわれず、サーキュラーエコノミーやカーボンニュートラルへのアプロ

ーチを発信し、理念に共感する多様な人材の採用を進めている。 

 

➢ 定着・育成に向けた取組 

① 人事制度の再構築 

 若手人材の定着・育成に向けて人事制度の再構築に取り組んでいる。特に成長の実感、公

正な評価、働き甲斐の向上を実現するため、結果だけではなく社員一人ひとりの特性やプロ

セスに着目した制度構築を行っている。これにより、社員の挑戦意欲の向上、生産性の向上

を促すことが期待される。 

 

② スキルアップの支援 

当社は過去から社員のスキルアップを積極的に支援しており、必要資格・講習修了に向け

てチャレンジする仕組みができている。従業員が能力を生かし、様々な資格を取得すること

でノウハウやスキルが蓄積されることが期待されている。 

 また、当社理念や、経営方針への理解を深めるため、経営陣から従業員への発信を今後行

っていく。サーキュラーエコノミーやカーボンニュートラル実現に資する人材を育成するこ

とで、当社の長期的な持続性に寄与することが期待されている。 

 

③ 健康経営の推進 

 毎年 1 回の定期健康診断の受診の他、要精検、要治療診断の該当社員へは個別に再受診の

フォローアップ指導を行う等、会社として従業員への健康指導を行っている。 

 今後、従業員のニーズに応じてがん検診や人間ドック受診の推進を行い、従業員の健康維

持・増進に向けた取組を強化することを検討している。 

 

➢ 技能実習生の受入拡大 

 当社グループにはフィリピンに関連会社があり、ココピートの加工・輸出を行っている。将来的

にはココピートに留まらず、現地の農業振興に寄与していく計画である。2025 年からは当社にて

新たに外国人技能実習生の受入を開始した。外国人材を広く受け入れることで、人材面からの国際

貢献を推進していく計画であり、今後順次拡大していく計画である。 

 

  

５．人材活用の取組 
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（１） インパクトレーダーによるマッピング 

 

株式会社富山第一銀行はいなほ化工株式会社の事業内容やバリューチェーン分析等の結果をもと

に、主要・関連業務を特定し、UNEP FI が推奨するインパクトマッピングを実施し、ポジティブ

インパクト及びネガティブインパクトの分布を調査した。 

 分布図中の「◆◆」は重要な影響があるカテゴリー、「◆」は影響があるカテゴリーを示してお

り、当社グループの事業活動における「◆◆」「◆」の影響を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当社事業は、国際標準分類に則り、「肥料及び窒素化合物製造業」「他に分類されないその他の

化学製品製造業」を適用。川上事業は「化学及び肥料用鉱物鉱業」を適用。川下事業は「米の栽

培」「野菜及びメロン、根菜及び塊茎の栽培」を適用した。尚、事業規模からインパクトの大きさ

を勘案し、当社のアグリ部門を分析対象とした。分布図中の「◆◆」は重要な影響があるカテゴリ

ー、「◆」は影響があるカテゴリーを示しており、当社の事業活動における「◆◆」「◆」の影響

を検討する。 

 

◼ インパクトの特定 

 当社事業における影響があると考えられるインパクトカテゴリーを整理する。重要な影響がある

カテゴリーとして、ネガティブインパクトでは社会面の「健康・衛生」環境面の「水（質）」「土

壌」が挙げられた。 

 

 影響があるカテゴリーとして、ポジティブインパクトでは社会面の「食料」「雇用」、経済面の

「包括的で健全な経済」が挙げられた。ネガティブインパクトでは社会面の「雇用」「大気」「資

源効率・安全性」「気候」「廃棄物」が挙げられた。 

６．インパクトの特定 

Positive Negative Positive Negative Positive Negative Positive Negative Positive Negative

水（入手） ◆◆ ◆◆ ◆◆

食糧 ◆ ◆◆ ◆◆

住居

健康・衛生 ◆ ◆◆ ◆◆ ◆ ◆◆ ◆

教育

雇用 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆◆ ◆◆ ◆◆ ◆

エネルギー

移動手段

情報

文化・伝統

人格と人の安全保障 ◆◆ ◆◆ ◆◆

正義・公正

強固な制度・平和・安定

水（質） ◆◆ ◆◆ ◆ ◆◆ ◆◆

大気 ◆ ◆

土壌 ◆◆ ◆◆ ◆◆ ◆◆

生物多様性と生態系サービス ◆◆ ◆◆ ◆◆

資源効率・安全性 ◆◆ ◆ ◆ ◆◆ ◆◆

気候 ◆ ◆ ◆ ◆◆ ◆◆

廃棄物 ◆ ◆ ◆ ◆◆ ◆◆

包括的で健全な経済 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆

経済収束 ◆ ◆

インパクトカテゴリー

社会

環境

経済

0891 2012 2029 0112 0113

川上の事業 当社の事業 川下の事業

国際産業標準分類
化学及び肥料用鉱物鉱業 肥料及び窒素化合物製造業

他に分類されないその他の化学製

品製造業
米の栽培

野菜及びメロン、根菜及

び塊茎の栽培



 

１８ 

 当社においては水稲用培土・土壌改良資材の製造・販売が売上の多くを占めており、土づくりか

ら農業を支えている。また、製品を通じてカーボンニュートラルやサーキュラーエコノミーの実現

に向けた取組を行っていることから、とりわけ川下事業である「米の栽培」に密接に関わっている

と言える。 

 以上を勘案し、当社事業との関連が深い川下事業のカテゴリーとして、ポジティブインパクトで

は社会面の「食料」「健康・衛生」「雇用」が挙げられ、ネガティブインパクトでは、環境面の

「水（質）」「土壌」「資源効率・安全性」「気候」「廃棄物」が挙げられる。 

 

◼ インパクトの検証 

 当社は農業資材メーカーとして主に水稲用培土、土壌改良資材の製造・販売を手掛けている。当

社製品は農業、とりわけ稲作において「土づくり」から生産を支える存在であり、作物の健康な生

育に貢献することで「食料」「健康・衛生」のポジティブインパクト増大に寄与していると評価で

きる。 

 雇用面においては健康経営の推進、人材育成の取組を通じて雇用の維持、拡大を図っている。ま

た、資材の軽量化にむけた商品開発、販売を通じて高齢化が進む生産者の負担軽減に寄与してい

る。こうした取組から「雇用」のポジティブインパクト拡大、ネガティブインパクトの抑制に寄与

していると評価できる。 

 また、当社では外国人技能実習生の受入を行っており、技術・ノウハウの移転を通じた国際社会

への貢献がなされている。インパクトマッピング上該当がないものの、「教育」のポジティブイン

パクト拡大に寄与していると評価できる。 

 当社は本業ビジネスを通じて、農業を土づくりから支える存在であり、生産者のニーズをくみ取

った製品開発、厳格な管理基準による高品質なモノづくりを通じて農業サプライチェーンに貢献し

「包括的で健全な経済」のポジティブインパクトの拡大に寄与している。 

 

 環境面においては、水（質）、土壌、大気、資源効率・安全性、気候、廃棄物においてネガティ

ブインパクトが大きいと指摘されている。 

 当社が取り組んでいる下水汚泥溶融スラグの肥料化は、国内でリン酸資源を循環させることがで

き、サーキュラーエコノミーの実現に資する取組である。本来厄介者であるはずの汚泥を資源とし

て再利用することは、廃棄物を削減するだけでなく、海外輸入にほとんどを依存している肥料原料

の安定調達に資することで国内農業の持続可能性を高める取組であり、「資源効率・安全性」「廃

棄物」のネガティブインパクト抑制及び川下事業のポジティブインパクト拡大に貢献できると評価

できる。 

 また、バイオ炭配合製品の販売は土壌への炭素貯留を通じてカーボンニュートラルの実現に資す

る取組である。既に販売している製品の他、バイオ炭製品群を拡大する方針であり、当社製品の販

売を通じて炭素貯留量の拡大が図られ、「気候」のポジティブインパクト拡大に貢献できると評価

できる。 

 加えて当社は、J クレジット制度認証に向けた挑戦を続けており、バイオ炭の製造・運搬に関す

るトレーサビリティを明確にすることでクレジットの創出が期待され、製品への付加価値となる。

クレジットの創出によりバイオ炭製品の知名度が向上することが考えられ、利用が広がることで農

業分野におけるカーボンニュートラルの進展が期待される。 

  

 当社の取組は、農業分野における従来の常識を覆し、サプライチェーン全体を通してサーキュラ

ーエコノミー、カーボンニュートラルを実現する取組である。生産者のニーズを積極的に汲み取る

姿勢と、持続可能な社会実現に向けて研究開発を行うことで農業分野におけるポジティブインパク

ト拡大・ネガティブインパクト抑制に資する取組が実現していると評価できる。  

６．インパクトの特定 



 

１９ 

（２） インパクトカテゴリーに対応する SDGｓゴール 

 

 当社の売上高はすべて日本における事業であり、日本の SDGｓダッシュボードから当社のイン

パクトとの関連性について確認する。今回特定したインパクトと関連の高い SDGｓゴールは下記

のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 日本におけるインパクトニーズの確認 

 

持続可能な開発ソリューションネットワーク（SDSN）に掲載されている日本のダッシュボード

によると、大きな課題が残る項目が「赤色」、重要な課題が残る項目は「橙色」、課題が残るのが

「黄色」、目標達成が「緑色」となる。 

今回特定したインパクトと対応する SDGs ゴール５項目のうち日本に大きな課題が残る項目が５

項目中２項目、重要な課題が残る項目は 1 項目該当しており、当社のインパクトは日本において重

要度が高いと判断できる 

  

６．インパクトの特定 



 

２０ 

（４） 農業分野におけるインパクトニーズの確認 

 

 農林水産省においては、食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現

するため、令和 3 年から「みどりの食料システム戦略」を策定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持続可能な食料システム構築のためには、環境負荷軽減を念頭に置いたイノベーションが不可欠

である。当社の下水汚泥溶融スラグの肥料化は当戦略における【調達】持続可能な資材やエネルギ

―の調達に寄与し、バイオ炭製品の販売は【生産】農地への炭素の長期・大量貯蔵に大きく貢献す

るものである。 

 

  

出典：農林水産省「みどりの食料システム戦略」 

６．インパクトの特定 

出典：農林水産省「みどりの食料システム戦略」より当行が抜粋 



 

２１ 

（５） 日本の農業の現状と課題 

 

 近年、日本の農業は大きな構造的課題に直面している。作付面積は年々減少傾向にあり、平成

16 年産の作付面積は 1,701,000ha であったのに対し令和 6 年産の概数値は 1,359,000ha と 20 年で

約 20％減少している。また、農業就業人口の減少による農業従事者の高齢化も進んでいる。農業

就業人口の減少の背景には、現場における厳しい労働環境や、農業が知識や経験に基づく高い熟練

性を必要とする事情があり、就農への新規参入が進まないことが現状である。令和 2 年時点で、基

幹的農業従事者のうち 65 歳以上が約 70%を占めており、この割合は増加傾向である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このような労働力不足への対策として、ICT やロボット技術を活用したスマート農業の導入や、

省力化・低コスト化を実現する栽培方法である直播栽培の普及が進められている。農業市場が縮小

傾向にある中で、当社主力製品である水稲用培土や土壌改良資材の需要も減少することが見込まれ

る。 

こうした環境の中で、当社のサーキュラーエコノミーやカーボンニュートラルに向けた取組は、

農業界の持続可能性を高めるだけでなく、当社製品の付加価値を大きく高める取組となる。縮小す

る市場の中で競争力を高め、シェアを高めていくために生産者のニーズや農業界の課題に対する感

度を高め、積極的な製品開発を行っていく方針である。 

 

 

  

出典：農林水産省「作物統計」 

６．インパクトの特定 



 

２２ 

（６） インパクトの特定 

 

以上を踏まえ、当社のインパクトを以下のように特定した。 

 

⚫ バイオ炭利用製品の取扱拡大によるカーボンニュートラルへの貢献  

⚫ 下水汚泥溶融スラグの肥料化によるサーキュラーエコノミーへの貢献 

⚫ 技能実習生の受入拡大と従業員の健康意識向上に向けた取組の実施 

 

（７） 特定したインパクトと富山第一銀行との方向性の確認 

 

当社のバリューチェーン分析、インパクトマッピング、日本におけるニーズや農業界におけるニ

ーズや方向性等を踏まえて当社と特に関連性の高いインパクトを整理する。特定したインパクトと

富山第一銀行のサステナビリティ方針と方向性が同じであることを確認する。 

今回特定したインパクトは「バイオ炭利用製品の取扱拡大によるカーボンニュートラルへの貢

献」「下水汚泥溶融スラグの肥料化によるサーキュラーエコノミーへの貢献」「技能実習生の受入

拡大と従業員の健康意識向上に向けた取組の実施」である。 

 富山第一銀行では、サステナビリティ方針のなかで、「1.地域経済の持続的な成長」「2.地域社

会の持続的な発展」「3.環境保全」「4.健全な企業経営」の 4 点を、サステナビリティを巡るマテ

リアリティ（重点課題）としている。 

「バイオ炭利用製品の販売拡大によるカーボンニュートラルへの貢献」並びに「下水汚泥溶融スラ

グの肥料化によるサーキュラーエコノミーへの貢献」では「1.地域経済の持続的な成長」「2.地域

社会の持続的な発展」「3.環境保全」という観点で、「技能実習生の受入拡大と働き甲斐向上に向

けた取組の実施」では「1.地域経済の持続的な成長」「2.地域社会の持続的な発展」「4.健全な企

業経営」という観点で方向性が一致する。 

 以上より、本ポジティブ・インパクト・ファイナンスに取組むことで、環境問題や地域社会・経

済を取り巻く課題に対して持続可能な社会の実現に貢献し得る資金の提供が可能となり、本ファイ

ナンスを通じて SDGs 達成に向けた取組の支援を目指す。 

 

 

 

 

  

６．インパクトの特定 
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⚫ バイオ炭利用製品の取扱拡大によるカーボンニュートラルへの貢献 

 

 バイオ炭を活用した軽量培土「ニューすみかる培土」をはじめとした、バイオ炭製品群の販売拡

大を通じて、温室効果ガスの削減に資する炭素貯留量の増加を図る。バイオ炭配合製品は、従来の

培土に比べて軽量であるため、農業従事者の労力軽減や作業効率の向上にも貢献。今後は、J クレ

ジット制度の認証取得を進め、製品の認知度向上と市場における差別化を目指す。 

 

 

 

項目 内容 

インパクトの種類 
経済面におけるポジティブインパクトの拡大 

環境面におけるポジティブインパクトの拡大 

インパクトカテゴリー 「気候」「包括的で健全な経済」 

対応する SDGｓ 

 

 

 

 

対応方針 

 土壌内で炭素貯留を増加させることで大気中への温室効果ガス排

出量を削減させるバイオ炭製品群の商品ラインナップ拡大 

 農業従事者の負担軽減、生産性向上に寄与するバイオ炭を活用し

た軽量培土「ニューすみかる培土」の販売拡大 

 自社バイオ炭製品の J クレジット認証取得 

KPI 

➢ バイオ炭取扱量を 2023 年～2025 年度実績平均より毎年１％増加

させ、2030 年 6 月期における取扱量を 772 ㎥とする 

（2023 年 6 月期～2025 年 6 月期 3 期平均：735 ㎥） 

➢ 2031 年 6 月期以降の目標は改めて設定する 

 

  

７．KPI の設定 



 

２４ 

 

⚫ 下水汚泥溶融スラグの肥料化によるサーキュラーエコノミーへの貢献 

  

 富山県内の下水処理場から発生する汚泥由来のリン酸原料を活用した肥料の商品開発・販売を行

う。これにより下水汚泥由来の廃棄物の削減が図られるとともに、国内資源の有効活用を通じて地

域内における資源循環に寄与するものである。今後は、販売に向けた研究開発を進め、再資源化に

向けた取組を一層強化していく。 

 

 

 

項目 内容 

インパクトの種類 
環境面におけるポジティブインパクトの拡大 

環境面におけるネガティブインパクトの縮小 

インパクトカテゴリー 「資源効率・安全性」「廃棄物」 

対応する SDGｓ 

 

 

 

 

対応方針  下水汚泥由来肥料の新商品開発、販売量の拡大 

KPI 

➢ 2028 年までに下水汚泥溶融スラグ使用肥料の販売を開始する 

➢ 2032 年 6 月期までに下水汚泥溶融スラグ使用肥料の販売量を 800

トンとする（2025 年 6 月期：販売実績無し） 

 

  

７．KPI の設定 



 

２５ 

 

⚫ 技能実習生の受入拡大と従業員の健康意識向上に向けた取組の実施 

 

 2025 年 3 月期よりスタートした技能実習生の受入を拡大し国際社会に貢献する。受入にあたっ

ては東北（秋田・岩手）の工場からスタートし、順次拡大する。技能実習責任者を中心に技術・ノ

ウハウの移転を行い、日本での生活を組織として支援する仕組みを構築する。 

 積極的な新規採用を行っていくにあたって、従業員から選ばれる企業となることが重要である。

そのために健康経営を推進し、心身ともに健康で働ける環境を構築する。健康診断を起点としたフ

ォローアップを継続するほか、新たに従業員の健康意識向上のためのヘルスセミナーを定期的に開

催していく。 

 

 

項目 内容 

インパクトの種類 
社会面におけるポジティブインパクトの拡大 

社会面におけるネガティブインパクトの縮小 

インパクトカテゴリー 「教育」「雇用」 

対応する SDGｓ 

 

 

  

 

対応方針 

 2025 年より開始した外国人技能実習生の職場環境整備・実習実施

体制の構築による人材育成の推進 

 ヘルスセミナーの定期開催による健康経営の推進 

KPI 

➢ 2030 年 6 月期までに外国人技能実習生 6 名の新規受入を行う

（2025 年 6 月期：3 名在籍） 

➢ 2030 年 6 月期まで四半期毎にヘルスセミナーを継続開催する 

（2025 年 6 月期：開催実績無し） 

➢ いずれも 2031 年 6 月期以降の目標は改めて設定する 

 

 

  

７．KPI の設定 
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（１） インパクトの管理体制 

 

当社は、代表取締役社長の花田様を中心にサステナビリティに関する方針・施策の決定や、重要

課題 （マテリアリティ）の検討、推進、進捗状況のレビューなどを行っている。 

 本件におけるインパクトについては、総務部が中心となり、管理・KPI 達成に向けた施策を実施

する。 

 

最高責任者 代表取締役社長 花田 将司 

管理責任者 代表取締役社長 花田 将司 

管理部署 経営管理室 

 

（２） モニタリング方法 

 

本ポジティブ・インパクト・ファイナンスで設定した KPI の達成及び進捗状況については、富山

第一銀行と当社とで定期的に面談の場を設け共有する。本面談は少なくとも年１回実施するほか、

日頃の情報交換や営業活動の場等を通じて実施する。 
 富山第一銀行からは、KPI 達成に必要な資金及びその他ノウハウの提供あるいは富山第一銀行の

持つネットワークから外部資源とマッチングすることで、KPI 達成をサポートする。 
 モニタリング期間中に達成した KPI に関しては、達成後もその水準を維持していることを確認す

る。なお、経営環境の変化などにより、KPI を変更する必要がある場合は、富山第一銀行と当社が

協議の上再設定を検討する。 
 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

８．管理体制とモニタリング 
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⚫ 本件に関するお問い合わせ先 

株式会社富山第一銀行 

法人事業部 コンサルティングチーム 

〒930－8630 

富山市西町 5 番 1 号（TOYAMA キラリ 7Ｆ） 

TEL（076）461-3871 

 

 

注意事項・免責事項 

1. 本評価書は、富山第一銀行がいなほ化工株式会社から提供された情報や独自に収集した情報に

基づく現時点での計画又は状況に対する評価で、将来におけるポジティブな成果を保証するも

のではありません。 

2. 富山第一銀行は、本評価書を利用したことにより発生するいかなる費用または損害について、 
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